
《114》 

《213》 

《214》 

《115》 

《215》 

《117》 

【21】 
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【54】 【370】 ※5 【55】 【56】 

※2 

※4 

※2 

【399】 

※6 

※1 

移送図 4(FA2303) 
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フリーコード欄 

コードに応じて金額を入力 

移送図 5-1(表) 
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移送図 5-1(裏) 
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フリーコード欄 

コードに応じて金額を入力 
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《111》 
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移送図 5-2(裏) 



【1】 

【 9 】 - 【 1 0 】 - 【 1 1 】 - 【 1 2 】  

【23】 

【415】 

【25】 【27】 【28】 

《218》 

移送図 6 



作成修正日 版 作成修正者

2008.04.14 5.10 個人住民税T

共通エリア名

{TArem22-01 400→450ファイル長変更}{TArem25-05 450→500ファイル長変更}

項番 レベル データ名 属性 桁数 開始 終了 備考

1 1 市町村コード X 6 1 6

2 1 送付票_年度 X 4 7 10

3 1 送付票_資料識別区分 X 4 11 14 {TArem-8-20080301-035}

4 1 送付票_日付 X 4 15 18 {TArem-8-20080301-035}

5 1 送付票_開始 X 6 19 24

6 1 送付票_終了 X 6 25 30

7 1 送付票_資料区分 X 2 31 32

8 1 レコード区分 X 1 33 33

9 1 資料番号_年度 X 4 34 37

10 1 資料番号_資料識別区分 X 4 38 41 {TArem-8-20080301-035}

11 1 資料番号_日付 X 4 42 45 {TArem-8-20080301-035}

12 1 資料番号_番号 X 6 46 51

13 1 分冊区分 X 1 52 52

14 1 受付年月日_年号 X 1 53 53 {TAremR2-006}

15 1 受付年月日_年 X 2 54 55

16 1 受付年月日_月 X 2 56 57

17 1 受付年月日_日 X 2 58 59

18 1 指定番号 X 12 60 71 {TArem-8-20080301-035}

24 1 報告人員_合計 X 8 72 79

25 1
納付書不要区分
納入書要不要

X 1 80 80

項目名変更は外部ファイル
仕様書上のみとし、システ
ム上は従前どおり「納付書
不要区分」とする

{TArem-8-20080301-035}
｛TAremR4-003｝
｛TAremR4-8-003｝

26 1 個人法人番号 X 13 81 93 {TA-番号制度-D017}

27 1 余白 K 1607 94 1700 {TArem-8-20080301-035}

固定「０（ゼロ）」を記録する。

ファイル長

概要

1700Byte

給与支払報告書（総括表）パンチデータ

右詰（前ゼロ）で記録する。

必要の場合は「1」、不要の場合は「2」を記録す
る。未記載の場合は空白で記録する。

提出義務者の個人番号又は法人番号を左詰（残りは
空白）で記録する。

外部ファイル仕様書

サブシステム

ファイル名

文字コード

zen_dic

JIPS(E),JIS,SJIS  (パラメータ種別J009で決定)

ＴＡ給報総括表.cmaファイルID TA給報総括表

TA：個人住民税サブシステム

送付票の「年度」、「資料識別区分」、「日付」、
「開始」、「終了」、「資料区分」の各項目に左詰
で記録する。

指定番号を右詰（前ゼロ）で記録する。

固定「１」を記録する。

説明

「統計に用いる都道府県等の区域を示す標準コード
（昭和４５年行政管理庁告示第４４号）」の該当
コードを記録する。

資料番号の「年度」、「資料識別区分」、「日
付」、「番号」の各項目に左詰で記録する。

受付年月日の元号、年、月及び日を記録する。
この場合、元号については、明治は「１」、大
正は「２」、昭和は「３」、平成は「４」、令
和は「５」、その他は「９」を記録し、また
「年」、「月」、「日」については、それぞれ
２けたを使用し、１けたの場合は右詰（前ゼ
ロ）で記録する。

外部ファイル仕様書 1



作成修正日 版 作成修正者

2008.11.04 5.10 個人住民税T

共通エリア名

項番 レベル データ名 属性 桁数 開始 終了 備考

1 1 市町村コード X 6 1 6

2 1 送付票_年度 X 4 7 10

3 1 送付票_資料識別区分 X 4 11 14

4 1 送付票_日付 X 4 15 18

5 1 送付票_開始 X 6 19 24

6 1 送付票_終了 X 6 25 30

7 1 送付票_資料区分 X 2 31 32

8 1 レコード区分 X 1 33 33

9 1 資料番号_年度 X 4 34 37

10 1 資料番号_資料識別区分 X 4 38 41

11 1 資料番号_日付 X 4 42 45

12 1 資料番号_番号 X 6 46 51

13 1 余白１ X 8 52 59 未入力

14 1 指定番号 X 12 60 71

15 1 受給者番号 K 30 72 101

16 1 カナ氏名 K 50 102 151

17 1 給与収入 X 12 152 163

18 1 給与所得 X 12 164 175

19 1 所得控除合計額 X 12 176 187

20 1 源泉徴収税額 X 12 188 199

21 1 控配_有 X 1 200 200

23 1 控配_老人 X 1 201 201

24 1 配偶者特別控除 X 12 202 213
H31年度より「配偶者（特
別）控除」として使用す
る。

25 1 扶養_特定扶養 X 2 214 215

26 1 扶養_同居老人 X 2 216 217

27 1 扶養_老人扶養 X 2 218 219

28 1 扶養_その他扶養 X 2 220 221

29 1 余白２ X 2 222 223 未入力

30 1 障害_同居特障 X 2 224 225

31 1 障害_特別障害 X 2 226 227

32 1 障害_普通障害 X 2 228 229

33 1 小規模企業共済等 X 12 230 241
社会保険料控除額の内書入
力とする

34 1 社会保険料控除額 X 12 242 253

35 1 生命保険料控除額 X 12 254 265

36 1 損害保険料控除額 X 12 266 277
H20年度より「地震保険料控
除額」とする

37 1 住宅取得等控除額 X 12 278 289 同上

障害者の区分に応じ、書面による場合の記載に準じて右詰（前
ゼロ）で記録する。

同上

書面による場合の記載に準じて右詰（前ゼロ）で記録する。

同上

同上

同上

TA給与支払報告書

外部ファイル仕様書

サブシステム

ファイル名

文字コード

zen_dic

JIPS(E),JIS,SJIS  (パラメータ種別J009で決定)

ＴＡ給与支払報告書.cma

TA：個人住民税サブシステム

ファイルID

書面による場合の記載に準じて右詰（前ゼロ）で記録する。

ファイル長

概要

1700Byte

送付票の「年度」、「資料識別区分」、「日付」、「開始」、
「終了」、「資料区分」の各項目に左詰で記録する。

給与支払報告書　パンチデータ

説明

固定「２」を記録する。

総括レコードの「市町村コード」と同一の内容を記録する。

支払いを受ける者のカナ氏名を左詰で記録する。

書面による場合の記載に準じて右詰（前ゼロ）で記録す
る。

※説明補足
　本項目には「配偶者（特別）控除の額」に記載された値
をそのまま記録すること。後処理の「課税資料の入力」処
理において、配偶者控除・配偶者特別控除のいずれかに振
り分けが行われる。

控除対象配偶者を有する場合には「１」、それ以外の場合
には空白とし、書面による場合の記載に準じて記録する。
（源泉）控除対象配偶者の有無等に「○」が記載されてい
る場合には「１」、それ以外の場合には空白を記録する。

総括レコードの「指定番号」と同一の内容を記録する。

受給者番号を記録する。

書面による場合の記載に準じて右詰（前ゼロ）で記録す
る。

扶養親族の数を設定、老人、その他の区分に応じ、書面による
場合の記載に準じて右詰（前ゼロ）で記録する。

（源泉）控除対象配偶者の有無等の老人欄に「○」が記載
されている場合には「１」、それ以外の場合には空白を記
録する。

書面による場合の記載に準じて右詰（前ゼロ）で記録す
る。

＜令和3年度（令和2年分）以降＞
・所得金額調整控除後の金額を記録する。

資料番号の「年度」、「資料識別区分」、「日付」、「番号」
の各項目に左詰で記録する。

外部ファイル仕様書 2



項番 レベル データ名 属性 桁数 開始 終了 備考説明

38 1 配偶者の合計所得 X 12 290 301

39 1 個人年金保険料 X 12 302 313

40 1 長期損害保険料 X 12 314 325
H20年度より「旧長期損害保
険料」とする

41 1 扶養_年少扶養 X 2 326 327

42 1 未成年者 X 1 328 328

43 1 外国人 X 1 329 329
前職有区分として使用す
る

44 1 死亡退職 X 1 330 330

45 1 災害者 X 1 331 331 普徴区分として使用する

46 1 乙欄区分 X 1 332 332

47 1 本人特別障害 X 1 333 333

48 1 本人普通障害 X 1 334 334

49 1 寡婦 X 1 335 335

50 1 特別寡婦 X 1 336 336

51 1 寡夫 X 1 337 337

52 1 勤労学生 X 1 338 338

53 1 中途就退_就職 X 1 339 339

同上

同上
書面による場合の記載に準じて右詰（前ゼロ）で記録する。

同上

＜令和3年度（令和2年分）以降＞
・記録しない。未使用項目とする。
＜令和2年度（令和元年分）以前＞
・該当する場合には「1」を記録する。

同上

同上

同上　該当する場合には「1」を記録する。

同上

同上

＜令和3年度（令和2年分）以降＞
・記録しない。未使用項目とする。
＜令和2年度（令和元年分）以前＞
・該当する場合には「1」を記録する。

同上

中途就職の場合は「１」を記録する。

16歳未満扶養親族の数を、書面による場合の記載に準じて
右詰（前ゼロ）で記録する。

同上

同上

同上
旧個人年金保険料の金額を、書面による場合の記載に準じ
て右詰（前ゼロ）で記録する。

外部ファイル仕様書 3



項番 レベル データ名 属性 桁数 開始 終了 備考説明

54 1 中途就退_退職 X 1 340 340

55 1 中途就退年月日_年号 X 1 341 341

56 1 中途就退年月日_年 X 2 342 343

57 1 中途就退年月日_月 X 2 344 345

58 1 中途就退年月日_日 X 2 346 347

59 1 生年月日_年号 X 1 348 348

60 1 生年月日_年 X 2 349 350

61 1 生年月日_月 X 2 351 352

62 1 生年月日_日 X 2 353 354

63 1 普徴区分 X 1 355 355

64 1 前職分給与収入 X 12 356 367

65 1 前職有区分 X 1 368 368

66 1 訂正分給報区分 X 1 369 369

67 1 宛名番号 X 12 370 381

68 1 賦課区コード X 2 382 383

69 1 住宅借入特控家屋居住年1 X 2 384 385

70 1 住宅借入特控家屋居住月1 X 2 386 387

71 1 住宅借入特控家屋居住日1 X 2 388 389

72 1 住宅借入特控適用数 X 1 390 390

73 1 住宅借入特控可能額 X 12 391 402

74 1 住宅借入特控区分1 X 2 403 404

75 1 住宅借入金等の額1 X 12 405 416

76 1 住宅借入特控家屋居住年2 X 2 417 418

77 1 住宅借入特控家屋居住月2 X 2 419 420

78 1 住宅借入特控家屋居住日2 X 2 421 422

住宅の購入・増改築の区分により、次の番号を記録する。
租税特別措置法第41条第1項又は第6項に規定する住宅借入金等を有す
る場合の特別控除は「01」、同法同条第10項に規定する住宅借入金等
を有する場合の特別控除は「02」、同法第41条の3の2第1項又は第5項
に規定する特定増改築に係る特別控除は「03」、東日本大震災の被災
者の家屋の再取得の場合の特別控除は「04」を記録する。
ただし、租税特別措置法第41条第5項又は同法第41条の3の2第18項に
規定する特定取得に該当する場合で、同法第41条第1項又は第6項に規
定する住宅借入金等を有する場合の特別控除は「11」、同法同条第10
項に規定する住宅借入金等を有する場合の特別控除は「12」、同法第
41条の3の2第1項、第5項又は第8項に規定する特定増改築に係る特別
控除は「13」、同法第41条第14項に規定する特別特定取得に該当する
場合（新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係
法律の臨時特例に関する法律第６条第５項に規定する特例取得に該当
する場合及び同法第６条の２第２項に規定する特別特例取得に該当す
る場合を含む。）で、同法同条第13項に規定する住宅借入金等を有す
る場合の特別控除は「21」、同法同条第16項に規定する住宅借入金等
を有する場合の特別控除は「22」、東日本大震災の被災者の家屋の再
取得の場合の特別控除は「24」を記録する。
また、新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係
法律の臨時特例に関する法律第６条の２に規定する特例特別特例取得
に該当する場合は、租税特別措置法第41条第1項又は第6項に規定する
住宅借入金等を有する場合の特別控除は「31」、同法同条第10項に規
定する住宅借入金等を有する場合の特別控除は「32」、東日本大震災
の被災者の家屋の再取得の場合の特別控除は「34」を記録する。
 おって、租税特別措置法第41 条第18 項に規定する特例居住用家屋
又は同法同条第19項に規定する特例認定住宅等に該当する場合は、同
法同条第１項に規定する住宅借入金等を有する場合の特別控除は
「41」、同法同条第10 項に規定する住宅借入金等を有する場合の特
別控除は「42」、東日本大震災の被災者の家屋の再取得の場合の特別
控除は「44」を記録する。
なお、複数の所得税における住借控除の適用を受ける場合は、1回目
の所得税における住借控除の適用について記録する。

中途退職の場合は「１」を記録する。

前職がある場合は「１」を記録する。

普徴分給報である場合は「１」を記録する。

訂正分給報である場合は「１」を記録する。

賦課区コードを記録する。

中途就退年月日の元号、年、月及び日を記録する。この場
合、元号については、明治は「１」、大正は「２」、昭和
は「３」、平成は「４」、令和は「５」、その他は「９」
を記録し、また「年」、「月」、「日」については、それ
ぞれ２けたを使用し、１けたの場合は右詰（前ゼロ）で記
録する。

受給者の生年月日の元号、年、月及び日を記録する。この
場合、元号については、明治は「１」、大正は「２」、昭
和は「３」、平成は「４」、令和は「５」、その他は
「９」を記録し、また「年」、「月」、「日」について
は、それぞれ２けたを使用し、１けたの場合は右詰（前ゼ
ロ）で記録する。

前職分の給与収入を右詰（前ゼロ）で記録する。
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